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日
系
家
電
五
社

の
現
場
管
理
ス
キ
ル
の
国
際
比
較

l
l

英

・
米

・
東

南

ア

ジ

ア

の
事

例

研

究

佐

久

問

賢

一

本
研
究

の
目
的

日
本
企
業

の
グ

ロ
ー
バ

ル
経
営
戦
略

の
基
礎
的
な
条
件

の

一
つ

に
、
各
国

の
労
働

市
場

の
特
性

に
合

わ
せ
た
現
場
管
理

ス
キ

ル
の

運
用
が
あ

る
。
本
研
究

で
は
、

日
系
家
電

五
社
が
、
英
国
、
米
国
、

東

南

ア
ジ

ア
の
各
地
域

に
お
い
て
、

テ

レ
ビ
等
を
製
造

し

イ、
い
る

事
例
研
究

を
通

じ
、

現
場
管

理

ス
キ

ル
に
相
違

が
あ
る

の
か
否

か

を
調
査

し
、
労
働
市
場

の
基
礎
的
な
条
件

に

つ
い
て
研
究
す

る
。

二

調
査

・
研
究

の
方
法

日
系
家
電

五
社

の
英
、
米
、
東
南

ア
ジ

ア
各
地
域

の
現
地
工
場

(従
業
員

五
〇
〇
人
以
上
)

を
訪

問

の
上
、
現
地

の
生
産
管

理

に

つ
い
て
実
態
調
査

し
、

そ

の
調
査
結
果
を

一
定

の
評
価
基
準

(情

報
共
有
化

モ
デ

ル
)

に
よ
り
評
価

す
る
。

三

研

究

仮

説

研
究

仮

説

は
情

報

共

有

化

モ
デ

ル

(ぎ

ho
「
∋
鋤
岱
8

ω
プ
費
冒
αq

Qり
唄
ω9
ヨ

】≦
&

Φ
一
以

下

I

S

S

モ
デ

ル
)

で
あ

る
。

I

S

S

情
報

を
、

業

務

情

報

、

損

益

情
報

、

権

限

(人
事

)

付

帯

情

報

を
含

む

情

報

と

す

る
。

そ

し

て
、
I

S

S

モ
デ

ル
は
、
「
ク
リ

エ
イ

テ

ィ
ブ

組

織

」

の
構

築

を

目
的

と

し
、

そ

れ
は
環

境

の
変

化

に
対

応

で
き

る
問

題

解

決

型

組

織

を

意
味

し

て

い
る
。

(I

S

S

モ
デ

ル
は

次

頁

の

閉

ω

ζ

O
血
色

を
参

照
)

四

I

S

S

モ
デ

ル

ー

S

S

モ
デ

ル
は
、

各

企

業

が
同

一
経

営

戦

略

を

展

開

す

る
場

合

に
、

各

労

働

市

場

別

の
経
営

ス
キ

ル

に
相
違

が
見

ら

れ

る

の
か
。

も

し
相

違

が

あ

れ
ば
、

そ

れ

は
経

営

組
織

体

制

上

に
起

因

す

る
問
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三
糊

臨

郵厩Single

status

policy

Slngle

unlon

policy

]oh

security

policy

題

な

の

か
、

ま

た
、

個

人

の
経

営

ス
キ

ル
に
起

因

す

る
問

題

な

の

か

ど
う

か
を

明

ら

か

に
す

る

こ
と

に
あ

る
。

そ

の
結

果
、

も

し
前

者

に
起

因

す

る
場

合

に

は
、

国
際

経

営
管

理
体

制

の
改

革

に

つ

い

て
、

後

者

の
場

合

に
は
、

教

育

内

容

も
含

め

た

人
材

管

理

の
改

革

に

つ

い
て
研

究

を
拡

大

す

る
。

す

な

わ
ち

、

そ

れ

は
各

国

労
働

市

場

の
特

質

と

そ

の
変

化

を
前
提

と

し

た
国

際

経

営
戦

略

の
基

礎

条

件

と

し

て
明

ら

か

に

さ

れ

る
。

五

本
調

査

の
結

果

英

、

米

、

東

南

ア
ジ

ア

の
労
働

市

場

別
特

性

の

一
部

と

し

て
、

五
社

共

に
英

国

と
東

南

ア
ジ

ア

の
方

が
米
国

よ

り

ス

コ
ア

が
高

く

離

職
率

も

低

い
。

こ
れ

は
英

国

と
東

南

ア
ジ

ア

の
国

々
で
は
米

国

と
比

較

し

て
、

よ

り
活

発

に
労
使

間

で
情
報

の
共

有

化

が
行

わ

れ

て
お

り
、

日
系

企

業

に
と

っ
て
は
英

国

や
東

南

ア
ジ

ア

の
方

が
米

国

よ

り
経

営
戦

略

の
展

開

が
容

易

と

い
う

こ
と

を
意
味

し

て

い
る
。

六

本

研

究

の
展

望

本

研

究

は
現

在

は

予
備

調

査

の
段
階

で
あ

り
、

今

後

I

S

S

モ

デ

ル

(目
的

変

数

)

と

モ
チ
ベ
イ

シ

ョ
ン

(説

明
変

数

)

と

の
関

係

を
調

査

し
、

日
本

企

業

が
グ

ロ
ー
バ

ル
経

営

を
展

望

す

る

の
に

不

可
欠

と

さ

れ

る
、

各

労
働

市

場

に
対
応

し

た
現

場

管

理

ス
キ

ル

の
特

性

を

明

ら

か

に
し

て

い
く

予

定

で
あ

る
。

(さ
く
ま

・
ま

さ
る
/
経
営
学
部
教
授
)
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